
特定健診看護師報酬 180,305円　費用弁償 4,000円　消耗品費 208,942円　燃料費 10,612円　印刷
製本費 211,302円　事務取扱手数料 538,996円　各種手数料 105,600円　健康診断委託料 68,100円
各種業務委託料 156,000円　特定健康診査費 7,208,830円

備　 考 　平成30年度の制度改正により、国費分が県費分に合算されている。

項 2 特定健康診査等事業費 目 1 特定健康診査等事業費

特定財源の名称・金額 国民健康保険特定健康診査・保健指導県費負担金 3,652,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 2 国民健康保険事業特別会計 款 4 保険事業費

  うち繰越分↓
6,678,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 5,964,976

  うち繰越分↓
5,040,687

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

3,652,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

4,032,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b) 3,348,000
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

10,710,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 9,312,976
  うち繰越分↓

8,692,687

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　内臓脂肪型肥満（メタボリックシンドローム）に着目し、被保険者への早期介入・生活習慣等の行動変容
を促すために保健指導を必要とする者を抽出するために健診を行う。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

平成27年度実績　対象者数 2,139名　受診者数 901名　法定報告受診率 42.1％
平成28年度実績　対象者数 2,078名　受診者数 885名　法定報告受診率 42.6％
平成29年度実績　対象者数 2,073名　受診者数 922名　法定報告受診率 44.5％
平成30年度実績　対象者数 2,070名　受診者数 988名　法定報告受診率 47.7％
令和元年度実績　対象者数 2,011名　受診者数 1,032名　法定報告受診率 51.3％
令和2年度実績　対象者数 2,056名　受診者数 955名　法定報告受診率 46.6％
令和3年度実績　対象者数 2,045名　受診者数 932名　法定報告受診率 45.6％
令和4年度実績　対象者数 1,973名　受診者数 892名　法定報告受診率 45.2％

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

40歳以上の被保険者 対 象 者 2,185人

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　被保険者医療給付費増大を招きがちな生活習慣病予防のため、検診機会を設けることにより保健指導
を必要とする者を抽出し適切な保健指導につなげていき結果的に医療給付費等の節減を図る。

事業継続年数 事業開始年度 平成20年度

分野別施策 １　健康づくり・医療体制の充実 所 属 長 濱口 富雄

主な施策 １　健康づくり推進体制の整備 電話番号 82-6360

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 住民課

根拠法令等 国民健康保険法

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 国民健康保険特定健康診査事業 整理番号 1305-015

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


